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〈論 説 〉
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は じめに.経 済 における制度研究

近年,特 定の国 ・地域 における経済発展 の成否

とその国 ・地域 の経済制度の有様に密接 な関係が

あるとする研究が経済学の各分野で盛 んになって

きた。 さらには,そ の上で特定の国 ・地域 の経済

制度の生成 プロセス を解明 しようとす る研究 も進

んでいる。 この傾向は経済史研究に も波及 し 「新

しい制度派経済 史」研 究者1な どが,こ れ らの問

題を経済史の視点か ら解明 しようとしている。本

稿 の目的は,植 民地期 イ ン ドの工業化 を巡る議論

に対 し,「 新 しい制度派経 済史研 究」 もし くはそ

れに類する研 究が これ まで どのような貢献 を し,

また今後 どの ような課題 を抱 えているか を明 らか

にす ることである。

は じめに,経 済発展 と経済制度の関係 に注 目す

る研 究,経 済制 度の生 成 プロセス に注 目す る研

究,お よび新 しい制度派経済史研 究について簡単

に紹介す る。近年,特 定の国や地域 において財の

交換 をつか さどる場,つ ま り市場 や経済組織 など

の経済制度institutions2の 有様が,そ の国や地域

の経済発展経路 を大 きく規定す る,と い う認識が

経済学者のあいだで広 く持 たれるようになって き

た。市場や経済制度の有様 いかんによって,あ る

国や地域の経済 は大 きく発展す ることもあれ ば停

滞す る こともあ るとい うので ある。2002年 度 の

WorldDevelopmentReportがBuildingInstitu-

tionsforMarkets3と いうタイ トルの もとで刊行 さ

れた。この ことは,現 在経済学者のあいだで,経

済発展 と経済制度の有様 との関係 に対 し,多 くの

関心が集 まっていることを端的 に示 している。

経済発展の成否 にとって経済制度の有様が大 き

な意味を持つ,と い う認識が一般に持たれるよう

になって くる と,で は,現 在特定の国や地域にあ

る経済制度は どの ようなプロセスを経て構築 され

たのか,と い う問題に多 くの関心が寄せ られ るよ

うになる。経済発展 に成功 した国では,ど の よう

な市場 や経済組織があ り,そ れはどのようなプロ

セス を経 て構築 されて きたのか。逆 に,経 済発展

に失敗 した国では市場や経済組織は現在 どの よう

な有様を呈 し,ど の ようなプロセスを経て,現 在

の形 になったのか。経済制度が歴史の産物である

以上,こ のような問いが提 出されるのは,自 然の

成 り行 きであろ う。先 の2002年 度のWorldDe-

velopmentReportが,経 済制度 と経済発展 との

関係 を強調 した後,AGreifの 諸論文 に依拠 しな

が ら,11世 紀不確実性 の大 きい地 中海世界 で,

マ グリブ商人がいかに して市場の機能 を補完する

経済制度を構築 したのか,そ の経済制度生成 プロ

セス を示 していることは,こ の意味で大変興味深

い4。

経済発展 と経済制 度の関係,も しくは経済制度

の生成プロセスに対す る経済学者の関心の広が り

を受けて,経 済史の世界 において も,こ の種の問

題 を扱 う研 究が盛ん になって きてい る5。先 に指

摘 したAGreifやD.North6が,欧 米諸 国 にお け

る経済制度 と経済発展の関係や,経 済制度生成プ

ロセスに関する理論 ・実証研究 を行 っている一方
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で,日 本 にお いて も,2001年 に岡崎哲 二編 『取

引制度 の経済 史』が刊 行 され7,少 しず つで はあ

るが同様 の研究が行われるようになって きた。以

下の各項 では,「 新 しい制度派経済史」 と呼 び う

るこれ ら日欧米経済史研究 と同様の視座 に立 った

研究が,近 ・現代 イン ド経済史の分野でこれまで

どのように展開 され,従 来の研究に どの ような新

しい知見を もた らしているか紹介する。 また,今

後 どの ような課題 を抱 えているか もあわせ て紹介

する。言 うまで もな く,近 ・現代イ ン ド経済史の

すべてのテーマに対 してこの ような紹介を行 うこ

とは不可能である。そ こで本稿では,植 民地期 イ

ン ドの工業化 を巡 る2つ の論点,19世 紀 前半 の

「在 来 工 業 部 門 の脱 工 業 化 論de・industrializa-

tion」 と19世 紀後半か ら20世 紀前半の 「近代 的

工業部 門の 限定 された工業化論」,に 注 目し議論

を進める。 なお,自 らの研究視座 を 「新 しい制度

派経済史研究」 と明言 しているイン ド経済史研究

は皆無に近 い。本稿 は,既 存の関連文献の うち何

らかの形 で新 しい制度派経済史研 究に影響 を受 け

ている,も しくは新 しい制度派経済史研究 と似 た

ような問題 関心 か ら研究 を行 っていると判断で き

る研究 を紹介する8。

本稿は2項 か らなる。 ここで各項 の要旨を述べ

てお く。第1項 では,2つ の論点の うち前者,19

世紀 前半の脱工業化論 をあつか う。19世 紀前半

のイ ン ドの脱工業化論 とは端 的にいって,イ ギ リ

スの植民地政策下 におかれ経済の対外 自由化 を強

制 されたイ ン ドにおいて,在 来型工業部門が どの

ような発展経路 をたどるのか,に 焦点 を当てた議

論であ る。従来は,在 来型工業 はイギ リスに誕生

した機械製工業 に対 し比較優位 を持 たず衰退 し

た,と 考え られて きた。 この時期の生産量統計が

あればこの問いに対 し直接的な回答が与え られる

のであるが,残 念なが らその ような統計は存在 し

ない。そ こで,間 接的な説明 として,こ の時期の

2次 産業雇用労働者の減少 を挙 げ,労 働者が減少

していた ことは産業の衰退 を意味 し,生 産量 も減

少 していた,と 推論 されて きたのである。それに

対 し,新 しい制度派経済史研 究は,従 来の説がマ

クロ雇用量のみか ら論証 を進め,本 来議論の主体

たるべ き在来工業の経営者が,こ の時期如何 に活

動 していたか まった く考慮 していない,と 非難す

る。その上で彼 らは,マ クロ統計量に示 される在

来型工業部 門雇用労働者減少の背後で,個 々の経

営者が積極的に経営組織改革 を行 っていた ことに

注 目する。そ して,雇 用労働者は減 っていたか も

しれないが,こ れら組織改革 によって生産量 は増

加 していた と主張するのである。 この主張は,与

えられた経済環境の下,経 済主体の積極的な経済

制度の改革 によって どの ように経済発展が生 じた

か,言 い換 えれば,経 済発展 にとって経済制度の

有様が如何 に大切かを示 している。

第2項 は,19世 紀後半 以降の 限定 され た工 業

化論 を舞台に,経 済制度の生成プロセスについて

具体的に見 る。先の脱工業化論については,新 し

い制度派経済史研究者が登場する以前,工 業化 と

経済制度 との関係 に言及する研 究はあ まりな く,

脱工業化は雇用統計な どのマ クロ統計 に基づいて

議論 されていた。新 しい制度派経済史研究者 は,

個々の経済主体 と彼 らによる経営組織改革 ・経済

制度改 と経済発展が如何 に密接に関連 しているか

示 し,当 時の経済発展経路 をよ り鮮明に描 き出 し

た。彼 らの研究 は,こ の点で研 究上大 きな意義 を

持つ。 ところが,19世 紀 後半以 降の近代 的工業

部門の限定 された工業化論に関 しては,経 済制度

の有様 と限定 された工業化 との関連 を議論 した も

のが,古 くか ら存在す る。 しか しこれ ら従来の議

論には,一 点大 きな問題がある。それは,従 来の

議論が経済制度を極めて静態的 に捉 えている点 に

ある。つ まり,従 来の議論では,限 定 された工業

化 をもた らした経済制度 は与件であ り,そ れが ど

のように生成 して きたのか,現 在 ある制度 は今後

どの ように変化 してい くのか,と い った問い は

まった く不 問に付 しているのである。 しか し,経

済制度 とは歴 史の産物 であ る以上動態 的 な もの

で,時 とともに変化する。新 しい制度派経済史研

究 は,制 度は本来動態的なものであるという視点

か ら,限 定 された工業化 をもた らしたと考 えて き

た経済制度が,な ぜ工業化 を制限するような方 向

に変遷 したのか,ま た,一 時工業化 を制限す るよ

うな制度が出来上が った として,そ の後その制 度
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は工業化 を補完す る方向 に変化 しなかったのか否

かを,制 度が形成 された時代性 を考慮 に入れ なが

ら考察を進めている。第2項 では,こ うした新 し

い制度派経済史研究の,制 度生成プロセスの解明

へ 向けた研究の軌跡 を紹介する。

1.在 来 工 業 部 門 の 脱 工 業 化 論de-industri-

alization=19世 紀 前 半

1.1.脱 工業化論 と既存の説明

18世 紀 まで世 界 に冠 た る手機 製handloom綿

織物生産地帯であったイン ド東部(ベ ンガル ・ビ

ハー ル地域)の 綿織物 業が,19世 紀初 頭以 降,

イギ リス ・ラ ンカシャー を中心 とす る機械製綿織

物の流入 に よって,ど の ような影響 を蒙 っ たの

か。端的に言 えば,こ れが脱工業化論の要点であ

る。19世 紀前半 とい う時代 は,当 時盛 んに議論

され始めた比較優位思想の下,イ ギ リス政府がイ

ン ドに 自由主義的経済体制 を強制 しつつ,本 国機

械製綿織物のイ ン ド輸 出を強烈 に後押 ししていた

時代である。それゆえこの論点 は,単 にイ ン ド経

表1 インド主要輸出財

済史のみ ならず,自 由主義経済体制が途上国経済

の工業化 に与 えるインパ ク トを議論する際,盛 ん

に持ち出される論点で もある。なお,工 業部門を

在来部門 と近代部門に分ける と,こ の論点 は在来

部門 にその焦点を置いている9。

18世 紀 まで世界の一大手機製綿織物 輸 出地域

だった イン ドが,19世 紀 になるや いなや イギ リ

ス ・ランカシャーを中心 とす る機械製綿織物 に国

内外の市場 を奪 われ,逆 に綿織物の一大輸入地域

に転落 したことはよ く知 られている。宗主国イギ

リスが強制 した 自由主義経済体 制 下,19世 紀 初

頭 を境 に,イ ン ド綿織物業界 は綿織物供給国か ら

綿織物の原材料である綿花の供給国かつ生産財綿

織物 の輸入国へ と,大 きく構 造変化 を遂げた。下

の2つ の表 は,1811/12年 か ら1930/31年 の イ ン

ドの主要輸出財 ・輸入財構成比の推移を示 してい

る。表 か ら明 らか に,19世 紀前 半,イ ン ドが工

業製品(こ の場合は,cottongoods)輸 出国か ら,

原 材 料 ・食 料 な ど の 一 次 産 品(表1のfood

grains,rawcotton,teaな ど)輸 出国,工 業製 品

構成比

food

grains

raw

cotton
rawjute tea indigo opium

cotton

goods

1811-12 n.a. 4.9 n.a. n.a. 18.5 23.8 33.0

1814-15 n.a. 8.0 n.a. n.a. 20.0 n.a. 14.3

1828-29 n.a. 15.0 n.a. n.a. 27.0 17.0 11.0

1834-35 n.a. 21.0 n.a. n.a. 15.0 25.0 7.0

1839-40 n.a. 20.0 n.a. n.a. 26.0 lo.a 5.0

1850-51 4.1 19.1 1.1 0.2 10.9 30.0 3.7

1860-61 10.2 22.3 1.2 0.5 5.7 30.9 2.4

1870-71 8.1 35.2 4.7 2.1 5.8 19.5 2.5

..

..1 17.1 17.8 5.2 4.2 4.8 18.2 4.2

1890-91 19.5 16.5 7.6 5.5 3.1 9.2 9.5

1900.-01 13.1 9.4 10.1 9.0 2.0 8.8 6.4

1910.-11 18.4 17.2 7.4 5.9 0.2 s.1 6.0

1920.-21 10.7 17.4 s.s 5.1 n.a. n.a. 7.6

1930.-31 13.5 21.0 5.8 10.7 n.a. n.a. 1.6

出 展:K.N.Chaudhuri[1983],"ForeignTradeandBalanceofPayment(1757-1947)",CambridgeeconomichistoryofIndiavol2

D.Kumar(eds}p.842andp.844

注:原 典 で は1811-12か ら1839-40ま で,cottongoodsはpiecegoodsと い う項 目 で く く られ て い る。 こ の時 期,piecegoods輸 出 の

大 半 はcottongoodsか ら な って い た の で,こ れ をcottongoodsと 読 み 替 えて も,大 き な 問 題 は 生 じな い も の と思 わ れ る 。
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表2イ ンド主要輸入財 構成比

o

wines

and

■ 曾

spirits

woolens
mineral

oils

cotton

twist

andyarn

cotton

piece

goods

metals machinery
railwa

materials

1811-12 8.6 4.9 n.a. 7.8 22.0 16.0 n.a. n.a.

1814-15 5.5 4.6 n.a. 11.4 21.4 19.1 n.a. n.a.

1828-29 8.0 5.2 n.a. 9.7 21.0 14.0 n.a. n.a.

1834-35 5.3 2.9 n.a. 12.8 28.2 10.6 n.a. n.a.

1839-40 5.5 2.1 n.a. 13.3 32.3 11.0 n.a. n.a.

1850-51 n.a. n.a. n.a. 9.0 31.5 16.8 n.a. n.a.

1860-61 n.a. n.a. n.a. 7.4 39.6 10.6 n.a. $.1

1870-71 n.a. n.a. n.a. 10.1 47.0 8.1 n.a. 4.4

..

..1 n.a. n.a. n.a. 7.4 45.5 7.5 n.a. 2.2

1890--91 n.a. n.a. 3.3 5.2 37.9 8.4 3.0 4.5

1900.-01 n.a. n.a. 4.3 3.1 33.8 8.6 2.9 4.8

1910.-11 n.a. n.a. 2.5 2.3 31.2 11.2 3.7 4.6

1920.-21 n.a. n.a. 2.5 4.0 26.4 12.1 6.7 4.2

1930.-31 n.a. n.a. 6.4 1.9 13.5 9.7 8.7 n.a.

1933.-34 n.a. n.a. 5.1 2.2 13.1 8.2 11.1 n.a.

出 展:K.N.Chaudhuri[1983],"ForeignTradeandBalanceofPayment(1757-1947)",(ambridgeeconomichistoryoflndia"o'2

D.Kumar(eds)pp.857--858

(表2のcottontwistandyarn,cottonpiecegoods)

輸 入 国 に 大 き く構 造 変 化 を 遂 げ た こ と が わ か る 。

自由主義者は,こ の構造変化 は比較優位に基づ

いて生 じた もので,結 果 としてイ ンド社会に利益

をもた らした と主張 している。 しか し,こ の強制

された 自由主義政策の効果に対 し,当 時 イン ドで

一様に持たれていた感想は
,ま った く逆の もので

あった。た とえば,独 立後イ ン ド初代首相 となっ

たJ.ネ ルー は 「イン ドの織物工業 は破 滅 し,お

びただ しい職工や商人たちがその巻 き添 えを食 っ

た。」 「イ ギ リス人 の イ ン ド総 督 ベ ンテ ィ ンク

は,1834年 に,「 惨状 は商業 史上 これに比すべ き

ものを見 出 しがたい。綿織物工の骨 によって,イ

ン ドの諸平原 は白色 を呈 しつつ ある。」 と報告 し

てい る。」10と述べ,当 時の構造 変化 に よる痛 み

の部分 を強調 してい る。 こうした構造変化の痛 み

の部分 を強調する見解 は,こ の構 造変化が,当 時

本国政府が強制 した自由主義的経済政策を伴いつ

つ生 じていたことか ら,植 民地体制 の転覆 を願 う

イ ン ド人 ・ナ シ ョナ リス トな どによって増 幅 さ

れ,広 く人 々にもたれ ることとな った11。さらに

1970年 代 になる と,こ の見解 に学問 的 な裏づ け

を与 えようという試みがなされる。イ ンド人経済

史家A.K.Bagchiが2本 の論 文 を発 表 し,こ の

脱工業化の数量 的な論証 を試みたのであ る12。そ

の論文の結論 を簡単 に要約 す る と次 の ようにな

る。1809-13年 か ら1901年 までの 間,当 時イ ン

ドの主要 な手機綿織物 生産地 であ ったGangetic

Biharに お いて,2次 産業従事者 のおのおのの時

点 の 地 域 総 人 口 に 占め る 比 率 が18.6%か ら

8.5%へ と減少 した13。Bagchiは この2次 産業 従

事者の減少 を基 に,19世 紀前半 の2次 産業 の衰

退 ・脱工業化 を実証 しようとしたのである14。
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1.2.新 しい制度 派経済 史研 究者 に よ る説 明=

TirthankarRoyの ケース

新 しい制度派経済研究者 は,A.K,Bagchiが 主

張す る 「第2次 産業従事者の減少 ⇒ 第2次 産

業 の衰退 ⇒ 脱工 業化」 とい うロ ジ ックに対

し,疑 問を呈 した。つ まり彼 らは,た とえ労働者

が減少 した として も,資 本 ・労働比 率 を高め た

り,労 働者の技能,管 理能力,そ のほか生産 ・流

通段 階 にお ける各種経 済制度 を改善す る こ とに

よって,生 産量その ものは増加 している可能性 が

ある,と いう。そ して もしこのようなことが生 じ

て い た と した ら,単 に労 働 者 数 の 減少 を もっ

て,2次 産業の衰退 ・脱工業化 とい う評価 を下す

のは果た して適 当なのだろ うか,と いう疑問 を呈

したのであ る。この疑 問 自体 は,Bagchiの 論文

発表直後 よ り,多 くの論者に よって提 出された。

ここでは,こ の疑問 ・アイデ ィアを引 き継 いで,

その本格的な実証 を試みたTirthankarRoyの 説

を紹介す る'5。

T.Royは,Bagchiが 主張す るように,19世 紀

前半,2次 産業従事者 は減少 したか もしれない と

い う。 しか し彼 は,マ クロ統 計量が 利用可 能 な

「19世紀終盤 か ら20世 紀前半 にか けて」手機綿

織物業を代表 とす る在来型2次 産業 の生産量が増

えてい る ことに注 目す る。そ の下 で,彼 は,19

世紀 終盤以 降の在 来型2次 産業 の生産量 の増加

は,「 実 は19世 紀前半か ら続 いている」 ものだ と

仮定 し,そ の上で,19世 紀前半,2次 産業従事者

は減少 したか もしれないが,2次 産業の生産量 は

全体 として増加 していた と仮定 した。 これ らい く

つ かの仮 定 を元 に,T.Royは これ ら諸過 程 を整

合的 に結 びつけるひ とつのロジ ックを提 出す る。

つ ま り,19世 紀前半以 降,手 機綿 織物業 に代表

され るイン ド在来型2次 産業 は,強 制 された 自由

主義経済政 策下,Bagchiら が想 定す る ように輸

入品 との競争で衰退 していったので はな く,逆 に

生産性 を向上 させ,よ り少 ない労働力で より多 く

の産 出を可 能 として いた,と い うロジ ックであ

る。 この ロジ ックは2つ のプロセスか らなる。 ひ

とつは,機 械製綿織物の強い競争圧力 の下,機 械

製品 と競合す ることのない品質に生産を集中 させ

ることによって,機 械製品の競争圧力 を回避 した

とい うもの(機 械製綿織物 はmedium-countplain

cottonが 主体であった。そのため,イ ン ドの在来手

機物産業は,coarseandsuperfineに 生産を集中し

た)'6。この こ とは,表1,2が 示 す よ うに,cot-

tongoodsの 輸出が急速に減 り,輸 入が増加 して

いるに もかかわ らず,国 内生産が増加 したという

ロジックをうま く正 当化す る。なぜ なら,国 内外

で取引 されるmediumcountplaincottonに 関 し

てイン ドは比較優位 を持てずその生産量が減少 し

て も,輸 入品である機械製品 との競合が少 な く国

内生産が主な供給源 となっているcoarseandsu-

perfinecottonの 生産増が,前 者 の生産減 を相殺

してあま りあるほど大 きな ものであれば,純 輸入

の増加 にもかかわ らず,在 来型手機綿織物業の国

内生 産は増加す るこ とがで きるか らで あ る。 な

お,T.Royは この時期 イン ドの一 人当 た り国民

所得が,農 産物生産量の増加 を軸 に大 きく上昇傾

向 にあ り,こ のことがcoarseandsuperfinecot-

tonの 国内需要拡大 を もたら した,と している。

もうひ とつは,こ の2つ の品質の生産 も既存の生

産 ・流通組織 で行 うのではな く,組 織改革 を行 う

ことで生産 コス ト・品質の改善 を試みた,と いう

ものである。さらに,こ れ ら組織改革は,労 働力

を節約す るような改革であ り,こ の ことが2次 産

業従 事 者 の 減少 につ なが っ た,と い うの がT.

Royが 提出する仮説 である。

T.Royが 主張す るs流 通 ・生 産過程 にお け る

経済制度改 革の中身 を もう少 し具体 的 に見 てみ

る。 まず流通過程 に関 しは,各 種商人の重層的介

在 を排す ことで,流 通 に要す る経費の削減 を行 っ

た。一方,生 産過程 に関 して は,次 の ような変化

を挙 げている。 まず,機 械製綿織物の流入 によっ

て,イ ン ド在来型手機綿織物業は一様 に,従 来の

家族労働力 を主たる労働者 とする家族経営形態か

ら,よ り経営規模が大 きく,生 産効率が高 くなる

と考え られる問屋制putting-outsystemを 採用

した17。T.Royに よれば,イ ギ リス製機械製綿織

物 の流入によ り,製 品の品質の変化 を余儀 な くさ

れたイ ンド手機綿業者の うち,そ の変化 をうま く

捉 え利益 を残 した ものが元 請(kaykhanaも しくは
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karkhanadar)と な り,う ま く変化 を捉 え られ な

かった ものが下請 となった18。さらに,元 請 と下

請けの取引形態 として,spot-market取 引で はな

く,長 期契約 に基づ くcontractual取 引 を主 とし

て用いた。長期契約に基づいた下請けを行 うこと

で,下 請け業者が粗製濫造な どのモラル ・ハザー

ドを行 うイ ンセ ンテ ィヴ を排 した19。粗 製 濫造

は,結 果 として市場拡大 を阻害する。そのため粗

製濫造の抑止は,イ ン ド在来型2次 産業が自らの

市場 とするcoarseandsuperfine市 場 を維持 ・拡

大 し,結 果 として,在 来産業 の安定的な生産活動

を保障 した。 これ ら経営 システムの変化 は,一 様

に労働生産性 を引 き上げ,こ のことが結果 として

少ない労働力で在来2次 産業全体 としての生産量

の引 き上 げ を可能 とした。 これがT.Royの 主張

である。

さて,従 来の研究 は,生 産主体である手機物業

者の経営実態に焦点 を当てることなく,輸 出入数

量や第2次 産業従事者などのマクロ統計量のみに

多 く依拠 しなが ら産業の衰退 ・脱工業化 を論 じて

きた。T.Royの 研 究 は,こ う した研 究の潮流 に

再考を促 した。機械製綿織物の流入に対 し,従 来

全 く無力であると考 えられて きたイン ドの手機綿

織物業者が,主 体 的に経営 システム ・経済制度改

革 を図 り,か つ一定の成果 を挙 げていたことを明

らかに した こと,言 い換 えると,経 済制度に着 目

することで経済発展過程をより鮮明に描き出した

彼の研究 は,イ ン ド経済史研究上大変意義深

い200

2.近 代工業部門の限定 された工業化=19世

紀後半～20世 紀前半

イ ン ドの近代 的工 業部 門の歴 史 は古 い。19世

紀半 ばに近代 的軽工業 を開始 し,1910年 代 に は

本格的鉄鋼業 を始業 してい た。ア ジア諸 国の中

で,イ ン ドと同時期に軽工業,も しくは重工業 を

開始 したのは,第2次 大戦以前にすでに相当程度

の重化学工業化 を達成 し,第2次 大戦後,世 界有

数の工業立国となった 日本のみである。 にもかか

わらず,イ ン ドの近代工業部 門は現在 に至 るまで

停滞 した ま まであ る。第2項 は,19世 紀後 半以

降現在 に至 るまで停滞 を続けているイン ド近代的

工業部門の,特 に植民地期の停滞を論ずる際 これ

まで行われてきた説明に対 し,新 しい制度派経済

史研究者が どの ような論 を提起 しているか,紹 介

す る。

さて,下 の2つ の グラフはイン ド近代 的工業部

門停滞の有様 を端 的に示 している。 グラフ1は,

イ ンドの2次 産業が同 じ時期 に工業化 を開始 した

日本に対 し19世 紀 か ら20世 紀前半 を通 じ,大 き

く遅れをとったことを端的 に示 している。 グラフ

2は,イ ン ド近代 的工 業部 門(こ こではmanufac一

グラフ1:国 民総生産に占める2次 産業の比率:日 本とインド
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グラフ2:イ ン ド2次 産業項 目別 実質国民総生産(1938/39年 価格)単 位:100ル ピー
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turing部 門 ・注10参 照)が2次 産業お いて,き わ

めて少ない比率 しか占めてお らず,な おかつその

成長率 も低 いことを示 している。 この ことは,近

代部門の低い成長率が,グ ラフ1が 示すイ ン ド2

次産業停滞の大 きな原因 となっていることを示唆

している。

従来,こ の植民地期近代的工業部門の停滞の原

因 と して,2通 りの 説 明 が な され て きた。1つ

は,緊 縮財政政策,首 尾一貫 した工業化政策の欠

如 など,イ ン ドが植民地化 されていた ことに起源

をお く要因がその原 因である とす る説(説1:A.

K.Bagchi,Rajat.K.Ray,P.S.Guptaな ど21)Qも う

ひ とつは,利 潤先取型経営 システムや請負型(間

接的)労 務管理 システムなど,イ ン ド独 自と思 わ

れる各種経営 システムによる低い供給能力がその

主要な原因である とす る説(説2:ブ カナン,Sax-

onhouse&Ranisな ど22)で あ る23。誤解 を恐れず単

純化する と,前 者はイ ンド近代的工業部門の停滞

原因をイギ リスの植民地支配 に求め,後 者 はイ ン

ドの独 自性 に求めている。以下では,こ れ ら2通

りの工業化停滞要因のうち,本 稿のテーマである

新 しい制度派経済史研究 と関係の深い,説2に 注

目し考 察 を進 め る。なお,停 滞 して いた とは い

え,植 民地期 イン ドには近代的工業部門が多数存

在 した。第2項 では,植 民地期イ ン ド最大の軽工

業部 門 であ る綿工 業cottonmillを 主 たる舞 台

に,考 察 を行 う。 まず,イ ン ド独 自の経営 システ

ムが工業化停滞の原因であると主張する論者が,

具体 的に経営 システムの どの部分 に問題がある と

主張 しているのかを,簡 単 に紹介す る。

2.1.綿 工業停滞原因の説明=静 態的な制度理解

は じめ に,植 民地期 イン ド綿工業の推移 を簡単

に見 る。 イン ドで最初の近代的綿紡績工場が設立

されたのは1817年,カ ルカ ッタでの ことであ っ

た。 しか し,こ のイ ン ド初の近代的工場 は経営 に

失敗 し設立後 まもな く閉鎖 され る。 イン ドで近代

的綿紡績工場が初めて経営 を軌道に乗せ るのは,

ボ ンベ イのパ ール シー商 人C.N.Davarが1854

年,資 本金500,000ル ピー で蒸 気式 綿 紡績工 場

spinningcompanyを 開始 して以 降の こ とであ

る。 その後,追 随者が現 れ,1865年 にはお お よ

そ10工 場 が,ボ ンベ イを中心 に開業 した。1870

年代前後,イ ン ド綿工業はバ ブルによる工場 の乱

立 とその崩壊 による多 くの倒産 を経験す る。植民

地期 イ ンド綿工業が安定的な成長期 を迎 えるのは

1880年 代 に入 ってか らであ る。以後,19世 紀末

までイ ンド近代的綿工業は順調に成長 し,自 国市

場 のみならず,中 国市場 な どへ も市場 を広げてい

くこ ととなる。 ところが,1900年 代 に入 る と,
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こう した イ ン ド綿工業 の成長 は陰 りを見 せ始 め

る。その最大の原因は,中 国そ して後 にはイン ド

国内市場 において,イ ン ド製綿織物が 日本製綿織

物に市場 を奪われたことにある。前掲の表1で,

そ れ まで減少傾 向 をた どって きた イ ン ドのcot-

tongoods輸 出構成比が,1880年 代 の数年上昇傾

向 を見せ る ものの,1900年 代 以降再 び減少 して

いるのは,イ ンド綿工業 の国際競争力 のこうした

推移を端的に示 してい る。

さて こ こで 問題 は,な ぜ イ ン ド近代 的綿工 業

は,先 に事業 に着手 したにもかかわ らず,後 発の

日本に国外市場のみならず国内市場 まで奪 われる

こととなったのか。 もし くは,な ぜイ ン ドの綿工

業 は,獲 得 しつつあった国際競争力 をほんの数年

で失って しまったのか,と いう点 にある。当然の

ことなが ら,そ の原因を巡 って多様な議論が提 出

されている。 しか し,こ こではその うち,イ ン ド

綿工業の経営 システムが抱 えていた問題に焦点を

当て る。 イン ド綿工業の経営 システムの有様 がイ

ン ド綿 工 業 停 滞 の 主 要 な 原 因 で あ る,と い う と

き,特 に2つ の経 営 シス テ ム に議 論 が集 中 す る。

ひ とつ は,経 営 代 理 制度ManagingAgencySys-

tem。 もう ひ とつ は,イ ン ド経 済 史 で は 通常job-

bersystemやsardarsystemと 呼 ばれ る,請 負

型(間 接型)労 務 管 理 制 度 で あ る。 まず,前 者,

経営 代 理制 度 か ら説 明す る。

・経営代理制度 ・

経営代理制度 とは,「 あ る会社 の理事 会が,手

数料支払いを条件 に(た いていの場合,利 益では

な く売上に対 し定率),そ の会社の経営 を経営代

理 会 社 に委 託 す る24」 制 度 の こ とで あ る。 ま

た,ひ とつの経営代理会社は,ひ とつの会社の専

属ではな く,い くつ もの会社 の理事会 と経営代理

契約 を結び,経 営 を任 された会社か ら一様 に定率

の手数料 を受 け取っていた。下の図は,理 事会,

経営代理会社,会 社本体 の関係 を示 したものであ

る。

理事会A社 理事会B社 理事会C社

1 i i
i

経営代理会社

「

手数料(売上に対唾 〕=)

i 〆 1"¥ i

会社本体A社 会社本体B社 会社本体C社

い うまで もな く日欧米の企業 の場合,一 般 に理

事会 と会社本体は直接結びついている。だが,イ

ンドの近代 的企業の場合,両 者のあいだに経営代

理会社が介在 す る場 合が一般 的であ った25。 な

ぜ,イ ン ドでは理事会 と会社本体 とのあいだに,

経営代理会社が介在 したのか。 この問いをめ ぐっ

て,古 来よ り多 くの仮説が提出 されて きた。古典

的な仮説 に次のような ものがある。 イン ド企業の

理事会メ ンバーの大半 は,大 商人,政 治家,貴 族

な どか らな り,ひ とつの企業の経営 に多 くの時間

を割 くことがで きない。そ こで,経 営の実質的な

部分 は他 人に委託せ ざるを得 ない。 ところが イン

ドでは,近 代的な会社 を効率的に運営する人材が

限 られている。そこで,多 数の会社が限 られた少

数の人間に経営 を委託することとなる。その結果

で きあが ったのが,経 営代理会社である,と する

説である26。

ところが この説には多 くの反対意見がある。そ

の中で もっとも有効 な反対意見は,経 営代理会社

役員の多 くが,理 事会メ ンバー と同 じ人間か らな

る,と い うものであ る27。つ ま り,理 事会 と経営

代理会社 の役員 は,実 質的に同 じメンバーか ら成

り立ってお り,理 事会 メンバーがひとつの企業の

業務 に集中で きない人たちか らなっているのであ

れば,同 じことが経営代理会社 にも言える,と い

うことになる。そこで先の説に反対意見を唱える
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論者 は,経 営代理制度存在理由として全 く別の説

を唱 える。彼 らはまず,先 の経営代理制度 と理事

会メ ンバ ーの一致 に注 目する。加えて彼 らは,経

営代理会社 に支払 われる手数料が,会 社の利益で

はな く,売 上 に対 し定率で課せ られることに も注

目し,こ の2つ を基礎 に次の ような説 を唱えた。

つ まり彼 らは,経 営代理制度 とは,そ の多 くが同

会社 の大株主で もある理事会メ ンバーに,会 社経

営の果実の先取 を確保するために構築 された仮構

である,と す る説 を唱 えるのである。つ ま り,自

らも当該会社の大株主である理事会 メンバーが,

会社経営 に伴 う利益 を何 よりもまず先に確保する

ために,経 営代理会社 とい う,多 くの場合事実上

理事会メ ンバ ーと同 じメンバーか らなる仮構の会

社 を作 り上げ,当 該会社か ら 「経費」 として 「経

営状態にかかわ らず」経営代理会社 に手数料 を支

払 わせ,そ の手数料を 「架空の」経営代理業務 に

対す る報酬 として受け取 ることで,会 社の経営状

態 にかか わ らず,一 定額の収 入 を確保 す る道 を

作 った,と いうのである28。

さて,経 営代理会社 の性格 をこの ように解釈す

ると,こ の経営代理会社 の性格 とイン ド工業化停

滞 とのあいだに密接 な関係 を読み取る ことがで き

る。つ ま り,自 らも大株主であるイン ド近代 的企

業の理事会メ ンバーは,経 営代理会社 という,会

社の経営状態 にかかわらず一定の収入 を確保で き

る制度 を作 り上げたことで,会 社経営の性質 を向

上 させ るインセ ンテ ィヴを失 い,結 果 としてイ ン

ドの工 業化 を大 きく制約 した,と い う解 釈 であ

る29。

さて,イ ン ド綿工業 の国際競争力喪失の原因 を

その経営 システム上の問題に求める論者が指摘す

る問題はこれのみではない。次 に,盛 んに取 り上

げ られ る もうひ とつの問題点,請 負 型(間 接型)

労務管理制度についてみる。なお,労 務管理制度

は会社下層労働者の管理制度であ り,当 然のこと

なが ら上部組織 である経営代理制度に大 き く影響

を受 けている。その意味で先に紹介 した経営代理

制度 と次 の考察す る請負型(間 接型)労 務 管理制

度は密接 な関係がある。このこ とを念頭 に置 きな

が ら,以 下簡単 に請負型(間 接型)労 務 管理制度

につ い て見 てみ る。

・請負型(間 接型)労 務管理制度 ・

請負型(間 接型)労 務管理法 とは,理 事会 ・工

場長 などの会社上層部が,職 長foremanorsu-

pervisorに,彼 の下に属す る多 くの下層労働者の

管 理(単 に職場での管理のみならず,リ クルー ト,

解雇,職 業訓練,給 与支払い,昇 進,昇 給,住 宅提

供なども含む)を 全 面的 に請 け負 わせ る,と い う

ものである。 この方法では,会 社上層部 は,会 社

職員の大半を占める職長以下の下層労働者(会 社

によっては全社員の90%以 上を占める)を,職 長

を通 じて間接 的にしか関与 しないことになる。

ForemanorSupervisor(sardarorjobber)

古来 イン ド経済史では,植 民地期イ ン ド綿工業

の ほぼすべ てが,植 民地期 一貫 して この 請負 型

(間接型)労 務管理方法 のみ を通 じて労働者 を管

理 して きた,と 考 えて きた30。そ して,こ の労務

管理方法 は,イ ギ リス などの綿工業では見 られな

いイ ン ド綿工業独 自の ものであ り31,か つ,こ の

管理方法では,労 働者の大半 を占める下層労働者

を組織 的かつ効率的に管理で きず,結 果 としてイ

ン ド綿工業の生産性 ・国際競争力を大 きく制限 し

て きた,と 考えて きた32。また,こ の よ うな非効

率 な制 度になん ら変更が加え られることな く長期

にわた り残存 した理由 として,経 営代理制度 によ

り会社 の経営状態 にかかわ らず一・定の利潤 を確保

で きる理事会な どの会社上層部が,経 営改善 に対

するインセ ンテ ィヴを失 っていたことが指摘 され

て きた。一定程度の利潤 を保障 された会社上層部

は,生 産効率 を上 げるため に自ら多数の労働者 を

直接管理す るという労 を とるよりは,効 率が多少
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劣 って も,労 働者の管理 を職長 に任せ,自 らは職

長 を通 じ間接 的に しか下層労働者 を管理 しないほ

うが よい と判 断 した,と 考 え られて きたのであ

る。

この ように,イ ン ド綿工 業の停滞 を説 明す る

際,イ ンド綿工業が経営代理制度や請負型(間 接

型)労 務管理方法のような経営 システムを採用 し

たばか りに,早 くか ら工業化を開始 したに もかか

わ らず,後 発国 日本 に市場 を奪われた,と いう説

明が これ まで一般 的であ った。 ここで問題 なの

は,従 来の見解 が,イ ン ドの綿工業に一時期存在

したこの ような経営 シス テム ・経済制度を極めて

静態的に捕 らえていた点 にある。別の言い方 をす

る と,従 来の考 えでは,こ のような経営 システム

は,そ れが現 れた時代性 とは全 く関係 な くイン ド

の独 自性故に現れた ものあ り,時 代状 況が如何 に

変化 しようとも制度その ものの本質は変化 しない

まま存続する と考えている。 とす ると,経 済発展

を阻害す る経営 システム ・経済制度が時代性 に関

係 なくイン ドに存続することとな り,結 果 として

イン ドはその独 自性ゆえに,経 済発展す る可能性

はない,と い うこ とになっ て しまう。 この よ う

に,従 来の説はイ ン ド近代部門工業化 ・経済発展

と経営 システム ・経済制度 との関係 に注 目した議

論 を展開 しなが ら,そ の経営 システム ・経済制度

を極めて静態的に捕 らえたため に,イ ン ドの近代

部門工業化 ・経済発展 に対 しきわめて悲観的な見

解 しか提 出で きなかった。 また,当 時の時代性 に

配慮 しないため,工 業化停滞 に対す る植民地制の

意味 をほ とん ど考慮 に入れない考え ともなった。

こうした従来の説 に異議 を唱 えたのが,次 にみる

新 しい制度派経済史研究者である。

2.2新 しい制度派経済史研究の解釈

1綿 工 場 の ケ ー ス,M.D.Morris,R司Chan-

davarkarの 見解

先 に,19世 紀後 半以降の近代 部 門工業化 の停

滞原因を,経 営代理制度やその下での請負型(間

接)労 務管理制度に帰す説 を紹介 した。彼 らは,

これ らの諸制度が,19世 紀後半か ら20世 紀前半

にかけて変化の兆 しを見せていたことにあ まり注

目しない。彼 らは,イ ンドの近代部門経営者 は,

企業化精神 に乏 しく,そ れがために非効率なこれ

らの制度 を改革 しなか った,と 考 えているのであ

る。 この種 の主張に対 しs20世 紀,特 に1920年

代以降ボ ンベイのイン ド綿工場主(の 一部)が,

労務管理制度の制度改革を行い,積 極的に事態 の

改善を試みていた ことに注 目す る研究がある。従

来の研究が,イ ン ド企業の経営組織 を静態的に捉

えることが多かったのに対 し,こ こで紹介する研

究は,経 済主体 の主体性 に注 目することで制度 を

動態的に捉 えよう,別 の言い方 をす ると,経 営 シ

ステム ・経済制度の変化 プロセスに注 目しようと

しているのである。 こうした立場 をとる ものの代

表 と し て,M.1)MorrisとR.Chandavarkarが

いる33。この2人 は多 くの点 で見解 を異に してい

るが34,イ ン ドの近代部 門経営者 は十分企業 家精

神 に富んでお り,必 要 な経営 システム改革を積極

的に行 っていた,と す る点で共通の見解 を示 して

いる。彼 らがその例 として注 目す るのは,労 務管

理 の一形態 である賃 金 ・労働 者数の標準化stan-

dardizationを め ぐる次の出来事である。

既 に指摘 したよ うに,19世 紀 後半 国際競争力

の高 まりとともに中国市場に進出 していたイン ド

綿工業 は,20世 紀 に入 る と,急 速 に国際競争力

を獲得 して きた 日本や中国に中国市場 を奪われ,

イ ン ド綿工業 は国外市場 か ら撤 退す るこ ととな

る。 さ らに,1920年 代 に入 ると,イ ン ド綿工 業

部門の市場喪失の危機 は,単 に国外市場のみな ら

ず,日 本綿工業の輸入急増 によって,イ ン ド国内

市場 にまで及ぶようになって来た。 これ ら国外か

らの競争の激化 に加 え,そ れ までイン ド綿工業 を

主導 して きたボ ンベイ綿工場 は,よ り安い賃金 を

武器 に新設 されたイン ド内陸部綿工場(こ れ らの

うち有名 な もの は,Ahmedabad,Sholapurの 工

場)の 出現 によって,国 内か らも競争 にさらされ

ることになる。 こうした国内外 か らの競争圧力に

直面 して,ボ ンベイの イン ド綿工場 は,積 極的に

経営改革 を行 い事態の改善 を図った。つ まり,近

代部門工業化 の阻害要因であ り,そ の改善傾向は

全 く見 られなか った,と 従来の説が主張 して きた

イ ンド綿工業の経営 システム ・経済諸制度 も,当
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時の経営動向を注意深 く観察す ると,危 機 に直面

した当時の工場主は,事 態を打開すべ く多様 な制

度 改 革 を試 み て い た の で あ る。 これ が,M.D.

MorrisやRajChandavarkarの 主張 であ る。 な

かでもこの時期最 も重要 な経営改革 として彼 らが

注 目す るの は標 準化 の導入 であ る35。これは,そ

れ まで各工場で個 々ば らばらに決め られていた各

職分の賃金 ・必要労働者数 を,ボ ンベイ市内の綿

工場 間で統一 しようとい うものであった。 これに

よって,主 に次の点で労働効率の改善が期待 され

た。①従来,ボ ンベ イ市内各綿工場の同一職分賃

金 に,工 場 間で大 きな較差があ り,こ のため工場

間で労働者の引抜 きが頻繁 に生 じ,結 果 として労

働者の定着率が悪かった。低 い定着率 は,労 働者

に技術教育 を施す インセ ンティヴを工場 主か ら奪

い,結 果 として労 働者 の労働生 産性 向上 を妨 げ

る。賃金格差をな くす こ とで引抜 きを抑止 し,労

働者の定着率 を高めるこ とが期待 された。②職分

ごとの必要労働者 を規定す ることで,従 来イ ン ド

の綿工場 で頻繁に見 られた過剰雇用 を抑 え,結 果

として不必要 な労働力の削減 を行 う。

実 は,こ の標準化の試みは,各 綿工場が標準化

協定を破棄 した り,た とえ工場側が協 定を遵守 し

たとしてもそれ に対 し労働者側が激 しいス トライ

キを起 こ したことに より,長 く実行 に移 され るこ

とはなかった。本格 的に標準化が実行に移 される

のは,政 府(労 働監督署industrialcourt)が 工場

間,工 場主 ・労働者間の仲裁 を行い,事 態を解 決

した1947年 以降の こ とであ る。 しか し,標 準化

の実施が遅れ,結 果 として効力 を発揮で きなかっ

たか らといって,経 営 システム改革が試み られて

いた とい う事実 自体 を無視すべ きではない。イ ン

ド綿工場経営者は,自 らが置かれた経済環境下,

主体的に活動 しつつ経営 システム ・経済制度改革

を行 い,危 機の克服 を試 みていたのである。む し

ろ,こ れ ら経営 システム改革努力が簡単 に成功 し

なかった要因は,当 時イ ン ドが置かれていた時代

性 を考慮 に入れなが ら,考 察 したほうが よい もの

と思 われ る。事実Chandavarkarは,標 準化実行

を阻害 した原因 として,当 時 イン ド綿工場が直面

していた国外か らの厳 しい競争圧力の存在 を挙 げ

ている。彼は,こ の競争圧力の存在が,工 場間,

工場 ・労働 者 間での協調行 動 を不 可能 に した と

し,イ ン ドが植民地化 されてお らず綿工業が関税

な どに よって十分保護 されていれば,相 手 を出 し

抜 くことな く各工場 ・労働者 も協調行動 をとった

であろう,と 述べている。彼 は,経 営改善失敗の

原因を企業家精神の欠如ではな く,イ ン ドの植民

地制 に求めているのである36。

残念 なが ら,M.D.MorrisやR.Chandavarkar

による綿工業の研究 は,イ ンド人企業家がいか に

経営 システム改革努力 をしていたか につ いて,標

準化以外 につ いてほ とん ど触れていない。そ こで

次 に,独 立以前,綿 工業 と同様の制限付 の発展経

路 をた どっていたイン ド鉄鋼業 において,事 態打

開を目指 しどのような経営 システム改革努力がな

されてい たか を簡単 に考察す る。 この作 業 を通

じ,当 時のイン ド人企業家がいかに主体的に経営

改善 を図っていたか,そ の有様 をもう少 し具体 的

に紹介する。

2.3.新 しい制度派経済史研 究の解 釈:iron&

steelindustryの ケース

は じめに,独 立前 イ ン ド鉄鋼業 の概 要 を述 べ

る。既 に見たように,イ ギ リス植民地下,強 制 さ

れた 自由貿易体 制下 にあ った イン ドでは,19世

紀後半,原 料供給 地へ のア クセスの よさを背景

に,イ ン ドで綿糸,綿 布な どの軽工業が発達 し,

その後,イ ン ド国内市場でのシェアを着実 に伸 ば

していったものの,海 外への製品輸 出には失敗 し

た。その意味で イ ン ド軽工業 は,19世 紀 よ り輸

入代替化 を開始 し一定の成果を見せ た ものの,輸

出加工 に は失敗 した,と い うこ とが で きよ う。

1907年 に開業 し,独 立前 イ ン ドほぼ唯一 の鉄鋼

所 タタ鉄鋼所(TataIronandSteelCompany,

TISCO)の 歴 史を端 的 に言 う と,特 に鋼材stee1

に関 して,イ ン ド軽工業が経験 したものと同様の

経路で成長 を遂 げた とい うこ とがで きる。つ ま

り,原 料供給 地へ の アクセ スの よさを背 景に20

世紀始めに起業 し,そ の後 国内 シェアを着実の伸

ばし順調な成長 を見せた ものの,国 際的に需要が

急増す る鋼材steelに 関 しては,つ い に国際競争
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力 を持つ こ とが で きなかったの であ る(グ ラフ

3)。 つ ま り独立前イ ン ド経済は,軽 工業のみなら

ず重工業の基幹部門である鋼材産業において も,

輸入代替にはある程度成功 したが,輸 出加工は失

敗 したのである。

グラフ3=独 立前イン ド銑鉄別自給率の推移
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資料:輸 出 入DepartmentofCommercialIntelligenceandStatistic,India:AnnualStatementofthe(Seaborne)Trade(andnauigation)

ofBritishIndiawiththeBritishEmpireandforeigncountries

国 内 生 産pigiron:1936/37年 以 前,イ ン ドに は3つ の 銑 鉄 製 造 会 社 が あ っ たTataIronandSteelCompany(TISCO),BengalIron

andSteelCompany(BISCO)そ れ にlndianIronandSteelCompany(IISCO).で あ る。TISCOの デ ー タはannualreportofthe

Companyか ら入 手 で き る.IISCOとBISCOの デ ー タは,1914年 か ら1930年 に 関 して はIndianYearBookに 記 載 され て い る.1914年

前 のBISCOに つ い て は(11SCOは1918/19創 業 で あ る)M.D.Morris,'73zeGrowthofLarge‐Scalelndustry'CambridgeEconomicHis-

toryinIndiavol.2.(Cambridgeuniversitypress,1983),p.587.を 基 に推 計 した 。1930/31年 以 降 の 銑 鉄 国 内総 生 産 はStatisticalAb-

stractrelatingtoBritishIndiain1938/39に 記 載 さ れ て い る.国 内 生 産steel:こ の 時 期 イ ン ドで はTISCOの み が 鋼 材 を生 産 して お り,

そ の デ ー タは 会 社 のannualreportに 記 載 され て い る。
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ここで,ほ ぼ同時期 にタタ鉄鋼所が生産を開始

した銑鉄 ・鋼材 とい う,生 産過程が連続 してお り

一般的に一貫体制の下で生産される二つの財 に対

し,イ ン ドでは極めて異 なる 自給率が達成 されて

いたことは注 目に値す る。なぜ,こ の時期 イン ド

でほぼ唯一鋼材生産 を行 っていた タタ鉄鋼所は,

鋼材 自給率 を銑鉄 自給率 ほど高め られなかったの

か。捌 の言い方 をする と,イ ン ド・タタ銑鉄の高

い国際競争力は,な ぜ,鋼 材生産段階で失われて

しまったのか。

ここでは,タ タ鉄鋼所が操業当初 よ り銑鉄生産

において きわめて高い国際競争力 を有 していたに

もかかわ らず37,鋼 材生産 において その競争力 を

失った原因 として,特 にタタ鉄鋼所 の労働生産性

の低 さに注 目する。事実,タ タ鉄鋼所公文書館保

有の統計 デー タに よる と,1910年 代 前半,鋼 塊

steelingot1ト ン生産 にかかるコス トの うち労働

コス トが タ タ鉄 鋼 所Rs.4.12,U.S.Rs.2で あ

り,タ タ鉄鋼所生産鋼塊 の高 コス ト(低 国際競争

力)の 最大の原因の ひとつの となってい る。 さ ら

に,こ れ ら労働 コス トを週平均賃金(weeklyav-

eragedwageinrupee,タ タ鉄鋼所11.35,U.S.

36.5)で 割 った労働 生産性 とな るとタ タ鉄鋼 所

2.5,U.S.20と なる38(表3)。 つ ま り,タ タ鉄

鋼所 は安い労働賃金に もかかわらず,そ の労働生

産性が極 めて低 いために,銑 鉄か ら鋼塊への変換

コス トが割高にな り,結 果 として銑鉄で享受 して

いた国際競争力 を失っていたのである。

綿工業が標準化 を通 じて経営革新努力 を図った

ように,タ タ鉄鋼所 もこの低労働生産性 を改善す

べ く,積 極的に経営革新 を行 った。 しか も,そ の

経営革新の範囲は,単 に標準化導入のみならず,

技術革新,労 務管理制 度改革(科 学的労務管理制

度導入も含む)に 及 び,さ らには これ らの改革 を

よ り効率的に推 し進めるために,金 融制度改革,

会計制度改革,販 売制度改革 など,き わめて広範
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表3=1910年 代のアメリカの鉄鋼所とタタ鉄鋼所の週当たり平均賃金 ・労働生産性の比較

タタ鉄鋼所 U.S.

鋼材1ト ン当た りに要す る労働 コス ト 4.12 2

週当た り平均賃金 11.35{1915-17) 36.5(1910)

労働生産性 2.75 18.25

注:労 働 生 産 性 二 週 当 た り賃 金/鋼 材1ト ン 当 た り に 要 す る 労 働 コ ス ト

資 料:鋼 材1ト ン 当 た り に 要 す る 労 働 コ ス ト:TataIronandSteelCompany'sarchiveatJamshedpur,Indian,GeneralManagerCorre-

spondence/xleno,119,P,145,

賃 金 デ ー タ ー タ タ 鉄 鋼 所IndianTariffBoard[1924]ReportoftheIndianTarifJ`BoardregardingtheGrantofProtectiontotheSteel∬n-

dustry,Evidencevol.1pp.240-246.,U.S.Elbaum,BernardLouis[1982]'industrialrelationsdndunevendevelopment:wagestructure

andindustrialorganizationintheBritishandU.S.ironandsteelindustries1870‐1970',Ph.D.dissertationHarvardUniversity.p.133

な制度改革が実施 されていた。 しか もこれ ら改革

の波 は,1節 で紹介 した論者が イン ド工業化停滞

の要 とした経営代理制度にまで及ぶ ものであった

39。 ここでは,こ れ ら各種制度改革の仔細すべて

を網羅することは到底 で きない。そ こでこれ ら改

革の うち,請 負 型(間 接型)労 務管理制度改革 に

ついて紹介す る4⑪。

下層労働者の労務管理を職長 な どに委託 し,会

社本体は間接的に しか下層労働者の管理 に関与 し

ない,と い う間接労務管理制度 は,タ タ鉄鋼所で

も1910年 代 まで採 用 されて いた4'。Jamshedpur

とい う,そ れまでジャングルだった ところに新 た

に工場 を建設 した タタ鉄鋼 所上層部は,こ こで働

く労働者すべてを 自らリクルー ト,雇 用,管 理,

教育する より,そ の任 を適当な人材に任せるほう

が効率的だ と判 断 したのである。当時職長である

foremanやsupervisorと なっ た ものの 多 くは,

タタ鉄鋼所 に雇用 される以前鉄道会社 で修理工 な

どを してお り,鉄 鋼製造 に有用 な人的コネクシ ョ

ン ・知識を有 しているものが多か った。彼 らは監

督官superintendentか ら委託 され た仕 事 を こな

すべ く,独 自のコネクションを用いて労働者 をリ

クルー トし,そ の雇用,指 揮,技 術教育,解 雇,

昇給,昇 進 を決定 し,時 には賃金水準 も規定 して

いた。

ところが,第1次 大戦 による軍需景気で得た利

潤 を下に,タ タ鉄鋼所が生産設備の増強 を行 った

ことで,請 負型労務管理制度は大 きな変更を受け

る こととな る。1917年 に開始 した この大 拡張 計

画 によ り,必 要 となる労働者の数は急速に増 えた

(1915/16の9,749人 か ら1925/26に は27,900人 に増

加 した)。 に もか か わ らず,彼 ら を管 理 す る 「有

用 な」 人 的 コ ネ ク シ ョ ン ・知 識 を 有 す るfore-

man,supervisorは 容 易 に増 加 しな か っ た。 そ の

た め,労 働 者 を よ く管 理 で き な い もの が 急 遽

foreman,supervisorと な っ た。 結 果 と して,い

た る と こ ろ でforeman,supervisorに よ る労 務 管

理 の 失 敗 が 生 じ た。 そ の 象 徴 的 な 出 来 事 と し

て,1920年2月24日 に生 じた タ タ鉄 鋼 所 初 の ス

トライキ が あ る。 この 時期 イ ン ド各 地 で,政 治 的

な理 由 も大 き く孕 みつ つ ス トライ キが蔓 延 してい

た ので,労 務 管理 の失敗 のみ にその責 め を負 わす

こ とはで きない。 しか し,当 時 の史料 は,ス トの

直接 の 原 因が イ ンフ レな どで激 変 す る労 働 者 の生

活 環 境 をforemanお よ びsupervisorが 把 握 し切

れ な か っ た こ と,お よ び 悪 徳foreman,supervi-

sorの 急 増 に よる不 当解 雇 の 急 増 に あ っ た こ とを

示 して い る。

さて,ス トライ キが生 じるほ ど労務 管 理 に多 く

の支 障 を きたす と,当 然 タ タ鉄 鋼 所 の労 働 生産性

は低 下 す る。 も と もと極 め て低 水 準 に あ った労働

生産 性 が さ らに悪 化 す る こ とは,タ タ鉄 鋼所 上 層

部 に と っ て,見 過 ご す こ との で きな い 大 問題 で

あ った。 そ こで タタ鉄 鋼 所 上層 部 は,こ の ス トを

機 に労務 管 理制 度 の抜 本 的 な改 革 を試 み るので あ

る。 そ れ まで採 用 して きた請 負 型(間 接 型)労 務

管 理 を廃 止 し,直 接 的労 務 管理 制 度 を導 入 したの

であ る。 タ タ鉄 鋼 所 が行 った改 革 の要 点 は,数 の

足 りな い職 長foreman,supervisorク ラス の 人 材

を会社 で育 て上 げ る こ とで あ った 。 その た め,ま
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ず タタ鉄 鋼 所 は,foreman,supervisorク ラス の

人材養成のための工業学校 を新設 ・拡充 した。 ま

た,こ れ までforeman,supervisorが 担 って きた

すべての役割 を担 える人間を,こ の工業学校 を通

じ会社が育 てる ことは きわめて効 率が悪 い と考

え,新 しいforeman,supervisorに は職場 で の労

働者管理 のみ を任 せ,そ のほか の役 割 に関 して

は,会 社が適当な部署 を作 り,そ こがその任 を担

うこ と と した。そ の 例 と して,タ タ鉄鋼 所 は

1921年 にLabourEmploymentBureauを 設立

し,労 働者の リクルー ト,雇 用,解 雇,昇 給,賃

金決定を,こ の部局で一括 して行 うこととした。

こう した作 業 を通 じforeman,supervisorの 役割

を,職 場での労働 者管 理のみ に限定 したので あ

る。 また,技 術 ・初等教育を主 とす る教育機関 を

工場内,も しくは隣接地域に新設 ・拡充す ること

で,foreman,supervisorが それ まで にな って き

た下層労働者への技術教 育 を代 替 しよう ともし

た。 こうしたタタ鉄鋼所の経営 システム ・経済制

度改革 は一定の成果 を挙 げ,タ タ鉄鋼所は,徐 々

にではあるが,下 層労働者の効率的な直接管理体

制 を作 り上 げるこ とに成功 しだ2。 その一例 と し

て,直 接労務管理導入 か ら10年 後 の鋼塊 生産部

門の労働生産性はおお よそ2倍 に上昇 している。

この請負型(間 接型)労 務管理制度か ら直接 労

務管理制度へ の改革は,先 に述べ たように,タ タ

鉄鋼所が行った数ある経営 システム改革のほんの

一例である。 しか し
,こ の例か らも,イ ン ド企業

家が主体的 に経営 システム改革 を行い,そ の時々

に抱 えていた問題の解決 を図ろうとし,か つ一定

の成果 を挙げていた ことがわか る。

結語 今後の課題

新 しい制度派経済史研 究は,2つ の意味で イン

ド経済史 に新 たな視点 を持 ち込んだ。1つ は,19

世紀前半の脱工業化論 を舞台 にT.Royが 提 出 し

た視点である。彼 は,経 済発展 の成否は経済制度

の有様 に よって大 きく左右 される こ とに注 目す

る。それゆえ経済発展動向を推察す る場合,従 来

の研究が行 ってきた ようなマ クロ統計量 のみか ら

経済発展動向を推察するのではな く,経 済制度の

有様 も注意深 く観察する必要性 を訴えている。そ

して,制 度に注 目することで,従 来衰退 した と考

え られてきた19世 紀在来型綿織物産業が,実 は

生産量の増大に成功 していた可能性 を示 した。 も

うひとつ はM.D.MorrisやRajChandavarkarの

視点である。彼 らは,各 国 ・各地域の経済発展の

成否に大 きな影響 を与 え る当該地域 の経済制 度

は,決 して従来考え られて きた ような静態的な与

件 ではなく,経 済制度を形成する各経済主体 の絶

え間 ない革新努力 によって 日々変化 してい るこ

と,ま たある特定の時代に形成 された制度はその

時代の時代性 に大 きく規定 され るこ とを,19世

紀後半以降の近代部門工業化 を舞台 に明 らかに し

た。この ように新 しい制度派経済史研 究は,制 度

その もの,ま たは制度の生成プロセス に注 目する

ことで,単 にマ クロ統計のみに基づ いたイ ンド経

済史,ま たは静態的 な制度観に基づ いたイ ン ド経

済史に大 き く再考を追 り,よ り鮮明な経済発展過

程の解 明を可能 にした。

しか し,当 然の ことなが ら新 しい制度派経済史

研究に も多 くの課題が存在する。そのい くつか を

簡単 に紹介す る。ひ とつはT.Royの 主張 に見 ら

れ る課題 であ る。T.Royは,当 時在 来産業 が雇

用量 を減 らしつつ生産量 を増加 させるために導入

した経済制度 として,問 屋制や長期契約制度を上

げてい る。その上で彼 は,近 現代経済発展 に成功

した諸国において,そ の発展過程で出現 した経済

制度 と同様の これ ら経済制度 が,19世 紀 前半 の

イ ンドに も存在 した ことに注 目し,「 一定の タイ

ムラグはあるものの,イ ン ドも先進諸国同様経済

発展経路 に乗 っていた」 と主張する。 この種の考

えは,そ の後近代 的工業部門でイン ドが長 く停滞

を経験 した事実 に目をつぶ り,い かなる国の経済

も,単 線的に発展 し,各 発展段 階で必要な経済制

度は,必 要に応 じて生起す る,と い う単純な進歩

的発展段階論 に陥って しまう危険性 を抱 えてい る

(注17参 照)。 ま た,M.D.MorrisやRajChan-

davarkarの 近代 的工業部 門にお ける経営 シス テ

ム ・経済制度の生成プロセスに関す る議論 にも課

題がある。確 かに彼 らは,労 務管理の標準化や直
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接型労務管理制度な ど,主 要先進諸国において工

業化 の進展 とともに実施 された これ ら諸制度の導

入が,イ ン ドにお いて も同様 に 「順調 に行 われ

た」 とは決 していってい ない。その意味で,Roy

ほ ど楽観的な単線 的発展段階論 に陥る危険性 は低

い。 しか し,な ぜ順 調 にいか なかった のか に対

し,納 得 のい く説明がで きていない。つ ま り彼 ら

は,単 線 的 ・発展段 階論的に制度改革が生 じると

は決 していわないものの,で はどの点で イン ドは

ほかの国 と異 な った制 度改革 が生 じてお り,ま

た,そ のような制度改革が生 じた原 因はどこにあ

るのかに対 し,未 だ明確な答 えを提示で きていな

いので あ る(注36参 照)。 この点 は,20世 紀以

降現在 まで続 くイ ン ド経 済の停滞 の多 くの部分

が,近 代 的工業部門の停滞 に負っている以上,ぜ

ひとも答えなければならない課題である。
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27た とえ ば,Tirthankar.Roy[2000],TheEconomicHistory

oflndia1857-1947,0xfordUniversityPress,p,182。 邦 語

で は,小 池 賢 治[1979]『 経 営 代 理 制 度 論 』,ア ジ ア 経 済 研 究

所 な どが あ る。 も っ と も,こ れ らの 研 究 は 具 体 的 に 経 営 代 理

会 社 が どの よ うに 運 営 され て い た か,内 部 資 料 に基 づ い て 調

査 を行 っ た わ け で は な い 。 そ の た め,経 営 代 理 会 社 の 経 営 実

態 につ い て は,実 は わ か ら ない こ とが お お い 。 た とえ ば,上

層 部 で重 な っ て い て も,そ の 配 下 に 経 営 代 理 制 度 専 属 の 有 能

な 人 材 が い た の で あ れ ば,経 営 代 理 会 社 は 有 効 に機 能 す る は

ず で あ る 。

28こ の 種 の 主 張 は,小 池 賢 治[1979]『 経 営 代 理 制 度 論 』,ア

ジ ア経 済 研 究 所,が 詳 細 な デ ー タ を 用 い て,最 も強 力 に 唱 え

て い る。

29た と え ば,D.H.ブ カ ナ ン[1934原 著]『 イ ン ドの 近 代 工

業 』 東 亜 研 究 叢 書 刊 行 会 編 訳,河 出 書 房,ア ンス テ イ[1929

原 著]『 イ ン ド経 済 の 研 究 』 末 高 信 訳,有 光 社,清 川 雪 彦

[1976]「 印 度 綿 工 業 に お け る技 術 と市 場 の 形 成 に つ い て 」

『経 済 研 究(一 橋 大 学)』(上 ・下),voL27,No.3-4.,サ ク

ソ ンハ ウ ス ・清 川[1986]「 日本 綿 工 業 に お け る労 働 力 の 質

とそ の需 給 につ い て:イ ン ドとの 比 較 に よ る1つ の 評 価 」 大

川 一 司 編 「日本 と発 展 途 上 国 』,勤 草 書 房 な ど。

30ご く最 近 の 研 究 で も,こ の種 の 主 張 が 繰 り 返 さ れ て い る 。

ArupKumarSen[2002],ModeofLabourControlinColo-

nialIndia,EconomicandPoliticalWeekly,September21,

2002.

31こ の 種 の 労 務 管 理 制 度 は,カ ル カ ッ タ を 中 心 に 栄 え た

ジュ ー ト工 場 で も一 般 的 で あ っ た 。D.Chakrabarty[1989コ,

RethinkingWorking‐ClassHistory:Bengal1890‐1940,

PrincetonUniversityPress参 照 。 な お,イ ン ド経 済 史 で

は,こ の種 の 労 務 管 理 制 度 は イ ン ド独 自の もの で あ る と す る

見 解 が 現 在 で も 強 い が,清 川 も指 摘 す る よ う に,こ の よ うな

制 度 は,日 本 で も 広 く 見 ら れ た も の で あ る。 清 川 雪 彦

[1976]「 イ ン ド綿 工 業 に お け る技 術 と市 場 の 形 成 に つ い て

(上)」 『経 済研 究(一 橋 大 学),第27巻3号 。

32サ ク ソ ンハ ウス ・清 川[1986]「 日本 綿 工 業 に お け る 労 働 力

の 質 とそ の 需 給 に つ い て:イ ン ドと の 比 較 に よ る1つ の 評

価 」 大 川 一 司 編 「日 本 と 発 展 途 上 国 』,勤 草 書 房 な ど 。 な

お,請 負 型(間 接 型)労 務 管 理 制 度 下,労 働 者 が か な りル ー

ズ に 管 理 さ れ て い た こ と は 当 時 の 資 料 を 見 る と確 か な よ う で

あ る が,こ の こ と を もっ て 管 理 が 非 効 率 で あ る とす る見 解 に

は 反 論 が あ る 。M.D.Morrisは,イ ン ドの よ う な 低 賃 金 国

で は,タ イ トな 労 務 管 理 にか か る コ ス トを節 約 す る ほ う が,

タイ トな管 理 をす る こ とで 得 られ る利 益 よ りも大 きい の で,

労 働 者 を ル ー ズ に 管 理 す る 請 負 型 労 務 管 理 制 度 が 選 好 さ れ

た,と 主 張 して い る。

M.D.Morris[1965],TheEmergenceofanIndustrialLabor

ForceinIndiaAStudyoftheBombayCottonMills,1854‐

1947,UniversityofCaliforniaPress

33M.D.Morris[1965],TheEmergenceofanlndustrialLabor

ForceinIndiaAStudyoftheBombayCottonMills,1854‐

1947,UniversityofCaliforniaPress,Chap.IXoR.Chan-

davarkar[1994],TheOriginsofIndustrialCapitalismin

India:Businessstrategies.andtheWorkingClassesin

Bombay,1900‐1940,CambridgeUniversityPress,Chap.

80

34近 現 代 の イ ン ド経 済 発 展 を 考 え る 際,M.D.Morrisは,い

か な る 国 ・地 域 も単 線 的 に 成 長 し,各 成 長 段 階 で 必 要 な 経 済

制 度 は お の ず と 生 起 す る,と い う進 歩 主 義 的発 展 段 階 論 的 立

場 を と っ て い る 。(先 のT.Royは,こ のM.D.Morrisの 考



一18一 新しい制度派経済史研究と近 ・現代インド経済史:工 業化論に焦点を当てて

え に大 き く影 響 を 受 け て い る)R.ChandavarkarはMorris

の この 立 場 を 強 烈 に 批 判 し,政 府 介 入 な ど の 偶 然 性 に よ っ

て,各 種 経 済 制 度 の 発 現 形 態,ひ い て は各 国 の 発 展 経 路 に は

大 き な 違 い が 生 ず る,と 主 張 し て い る。R.Chandavarkar

[1994],7物 θ0唾 吻soflndustrialCapitalisminIndiaBusi-

HessstrategiesandtheWorkingClassesinBombay,1900‐

1940,CambridgeUniversityPress,Chap.1,RChandavarkar

[1998],'IndustrializationinIndiabefore1947:conven-

tionalapproachesandalternativeperspectives',Imperial

PowerandPopularPolitics;Class,ResistanceandtheStatein

India,c.1850‐1950,CambridgeUniversityPress,Chap.

2.。RChandavarkarと 同様 の 見 解 を取 る研 究 者 にDouglas

Haynes[2002],Large-ScaleMillsandSmall‐ScaleWork-

shops:ReconsideringtheHistoryoftheTextileIndustryin

WesternIndia,1852_1947,papersubmittedtoInterna-

tionalEconomicHistoryAssociation13atBuenosAires,22

-26July2002 .が あ る 。

35賃 金 ・労 働 者 数 の 標 準 化 自体 は,1890年 代 ご ろ よ り,そ の

必 要 性 が 指 摘 され て い た 。 しか し,本 格 的 に 議 論 さ れ 始 め た

の は,ボ ンベ イ 綿 工 業 が 国 内 外 と も厳 しい競 争 に さ ら され る

こ と と な っ た1920年 代 以 降 の こ とで あ る。

36尤 も,彼 が 標 準 化 導 入 遅 延 の 原 因 と して,植 民 地 制 を 言 う

と き,そ の論 理 は飛 躍 が 多 く,決 して 説 得 的 な議 論 とは い え

な い 。 ま た,も う 一 方 の 論 者 で あ るM.D.Morrisは,協 調

行 動 の 不 在 が 「西 欧 で は 見 られ な い 」 ほ どイ ン ド経 済 に 特 徴

的 な もの で あ る と指 摘 して は い る が,な ぜ イ ン ドで 協 調 行 動

が 難 しい か に 関 し て は,コ メ ン トし て い な い 。

M.D.MorrisO1965],73zeEmergenceofanIndustrialLabor

ForceinIndiaAStudyoftheBombayCottonMills,1854‐

1947,UniversityofCaliforniaPress,Chap.IX。 結 局,両 者

と も,標 準 化 導 入 遅 延 の 原 因 を,説 得 的 な 言 葉 で 説 明 で き て

い な い の で あ る。

37イ ン ドに お け る 近 代 的 銑 鉄 生 産 は19世 紀 半 ば か ら 始 ま る

が,本 格 的 に 国 際 競 争 力 を 持 つ よ う に な る の は,1907年 に

タ タ鉄 鋼 所 が 操 業 を 開 始 して 以 降 で あ る 。 も っ と も,1910・

20年 代 に な る とBISCO,IISCOも 大 々 的 に 輸 出 を 開 始 す る

ので,銑 鉄生 産にお けるイ ン ドの 高い国際競争 力は,何 もタ

タ鉄鋼所 に限 られた ものでは なか った。

38ち なみに両者 の資本 設備 は 同 じで は ない。1910年 代 前半,

タタ鉄鋼所 の平炉openhearthfumaceは アメ リカの平均 的

平 炉 の 半 分 近 くの生 産 能力 しか な か っ た。1920年 代 に入

り,生 産設備拡 張計画 の結果,タ タ鉄 鋼所 は世 界最大級 の生

産能力 を持つ ようなるが,に もか かわ らず,タ タ鉄鋼所 の労

働 生産性 は,ア メリカの3割 に も満 たなか った。

39尤 も,こ れ ら改 革 に もか かわ らず,タ タ鉄 鋼所 は鋼材 生 産

において 国際競争力 を獲 得す るこ とがで きなかった。そ の原

因につい ては現在検討 中であ る。

40以 下 の労 務管 理 制 度 に関す る議 論 は,Jamshedpurに あ る

TataIronandSteelCompanyArchives保 管 の史料 を用 い

てい る。

41M.D.Morrisは タタ鉄 鋼 所 に は,操 業 当初 か ら請 負型(間

接 型)労 務 管理 制 度 はな か った,と い って い るが,こ れ は

まった くの間違いで ある。M.D.Morris[1965],7勧Emer-

genceofanIndustrialLaborForceinIndiaAStudyofthe

BombayCottonMills,1854-1947,UniversityofCalifornia

Press,ChapXI

42尤 も こ こ で 次 の 点 に 注 意 を払 わ な け れ ば な ら な い。 実

は,1921年 以降始 まったfbreman,supervisorか ら会社へ の

労務管理主体 の移行 には大変長 い時間 を要 した。当初,会 社

はforeman,supervisorが かつ て行 って いたほ ど上 手 に下 層

労働者の情報 を収集 し,下 層労働者 が納得 のい く形で彼 らを

管理す るよ うな制 度 を容 易 に作 り上 げ るこ とが で きなか っ

た。そ こで,1920年 代 以降 も,労 務管理の実 態 は,foreman

やsupervisorに 下 層 労 働 者 管 理 の 多 くを 依 存 す る もの で

あっ た。 こ うした組織 の上層部が組 織の下層 を うま く自己の

支配下 に取 り込 むこ とがで きない とい う構 図は,実 は タタ鉄

鋼所の労働組 合組織 において も見 られ る ものであ る。 こ う し

た組織 内部にお ける上層 ・下層 の断絶,別 の言い方 をす ると

両者 を結 ぶ中間層 の不 在 はタタ鉄 鋼所の みな らず,イ ン ド経

済 ・経済 史 を考 える上で,ひ とつの重要 なテーマで ある。 し

か し,そ の原因 につ いて説得 的な仮説 はまだ提示 されてい な

いo


